
（平成２４年１１月２１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件



熊本厚生年金 事案 973 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 44年 11月 11日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 
  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月 11日から同年 12月１日まで 

 私は、申立期間にＡ社本店から同社Ｂ支店に転勤したが、その期間に厚

生年金保険の加入記録が確認できなかったので、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社が提出した人事記録から判断すると、申立人

は同社に継続して勤務し（昭和 44年 11 月 11日にＡ社本店から同社Ｂ支店へ

出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 44 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが

妥当である。 

 なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  

  



熊本厚生年金 事案 974 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 57 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26 万円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 12月 31日から 57年１月１日まで 

  私は、昭和 57 年１月１日に関連会社へ異動したが、申立期間について、

継続してＡ社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の取締役会議事録の記載内容から判断すると、申

立人は同社及び関連会社のＢ社に継続して勤務し（昭和 57 年１月１日にＡ社

からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 56

年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、26 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が資格喪失日を昭和 57 年１月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険

事務所がこれを 56年 12月 31日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る 56 年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主はこれを履行していな

いと認められる。 



熊本国民年金 事案 749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年２月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年２月から４年３月まで 

  20 歳になる前、国民年金に関するはがきが送られて来たときに、加入し

ておいた方がいいと母から強く勧められ、役場で加入の手続を行った。申

立期間の保険料は役場か近くの郵便局で納付していたのに、未納とされて

いることに納得がいかない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった平成２年*月頃にＡ町役場（当時）で国民年金の

任意加入の手続を行い、毎月又は２か月ごとに保険料を納付した旨の主張を

している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号の前後の

資格取得日等調査により、平成３年 10 月以降にＢ市において払い出されたも

のと推認できる上、申立人が保管する国民年金手帳には、初めて被保険者と

なった日は平成３年４月１日と記載されており、２年*月頃に加入手続を行っ

たという申立人の主張は不自然である。 

また、申立期間のうち平成３年３月以前は、国民年金の未加入期間であっ

たことから、保険料は納付できなかったものと考えられ、申立人に対して別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

  さらに、申立人は、申立期間の保険料については、役場又は近くの郵便局

で納付したと主張しているが、申立期間当時、Ａ町及びＢ市の指定金融機関

に郵便局は含まれていなかったことから、当該期間において郵便局では保険

料を納付できなかったものと考えられる上、申立人が保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

 



たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



熊本厚生年金 事案 975（事案 432の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年４月 20日から平成元年７月１日まで 

           ② 平成６年６月１日から９年７月１日まで 

  申立期間のうち、いつかは明確に覚えていないものの、Ａ社（後に、Ｂ

社に改称）に採用され、Ｃ店のＤ業務を行っていたが、同社に係る厚生年

金保険の加入記録が確認できなかったので、私の同社での勤務期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  なお、私は正社員として勤務し、厚生年金保険に加入していたはずなの

で、再度申し立てる。 

  

  

  

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）Ｂ社は、申立人の当該期間に係

る厚生年金保険料が給与から控除されていた事実を確認できる資料を保管し

ていないこと、ⅱ）当時、Ａ社の営業部に所属していたＤ業務担当者は、Ｄ

業務に従事していた社員は厚生年金保険に加入させていなかったと供述して

いる上、Ｂ社は、Ａ社の退職者管理台帳を見ると、申立人を含めてＤ業務に

従事していた社員の「保険証」及び「健保」の欄に「×」印が付されている

ことから、申立人は厚生年金保険への加入も無かったと思うと回答している

こと、ⅲ）当時のＣ店の店長は、申立人のことを記憶しておらず、厚生年金

保険料の控除に関する供述が得られないことを理由として、既に当委員会の

決定に基づく平成 22 年５月 12 日付けの年金記録の訂正は必要とまでは言え

ないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、新たな資料や証拠は無いものの、申立期間①にお

いて正社員として勤務し、厚生年金保険に加入していたと思うので、厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしいと再度申し立てているものであるが、



当該主張のみでは、委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情と認め

ることはできない。 

そのほかに委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない

申立期間②に係る申立てについては、現在、Ａ社の資料を引き継いでいる

Ｅ社は、申立人の退職者管理台帳等の勤務実態を確認できる資料は無いと回

答しており、申立人はＣ店で勤務していた同僚の名前を覚えておらず、当該

期間に係る申立人の勤務実態及び給与からの保険料控除の状況に関する資料

及び供述が得られない。 

また、Ｆ市役所は、申立期間②に申立人が国民健康保険に加入していたと

回答している上、当該期間のうち、平成６年９月 13 日から７年３月 11 日ま

での期間については、公共職業安定所の記録から、申立人は求職者給付（基

本手当）を受給していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

。 


